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はじめに（1/2）

本とりまとめの位置づけ

近年、局地的な大雨（いわゆるゲリラ豪雨）が頻発
雨水の地下空間への浸入など甚大な被害が発生

5年確率降雨に対する浸水対策施設の整備が途上
早急に全面的な計画降雨水準のレベルアップが困難

本とりまとめの位置づけ

最近の情勢背 景

雨水の地下空間への浸入など甚大な被害が発生
早急な浸水被害の軽減と安全度の向上が必要

早急に全面的な計画降雨水準のレベルアップが困難
総合的な浸水対策による被害最小化

一定の水準で整備された浸水対策施設等のストックを最大限活用
計画を上回る降雨に対して、大きな効果を粘り強く発揮し、早急に被害の軽減するという新たな思想を導入
ストックを最大限活用した浸水対策を推進するための具体的な手法の確立

今後の方向性

ストックを最大限活用した浸水対策を推進するための具体的な手法の確立

本とりまとめ

計画の論点についての体系化と計画、設計、施工、維持管理、災害対応のそれぞれをつなげるマネジメントの
体系化等を、主な検討の対象としてとりまとめる

＜スト クなし（新設）＞ ＜スト クあり（改築 管理）＞

計画・
施工 供用

＜ストックなし（新設）＞ ＜ストックあり（改築・管理）＞

供用
施設情報や観測情報等
を起点とするマネジメント
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はじめに（2/2）

日本全国の視点から浸水対策 日本全国の視点から都市政策

あるべき安全度 等
国土保全論
国土強靭化論

日本全国の視点から浸水対策

各都市の視点からの浸水対策 主な検討対象

居住立地 等

日本全国の視点から都市政策

計 画 論 雨水流出量、ハード・ソフト・自助の分担 等

各都市の視点からの浸水対策

関

係

主な検討対象

降雨設定、雨水流出量、ハード・ソフト・自助の分担 等
施設情報や

設 計 論 構造設計 等

係

部

局
構造設計 等

施設情報や
観測情報等を
起点とする
マネジメント
（ サイク ）

施 工 論

維持管理論

施工計画、工程管理、安全管理 等

メンテナンス 点検 等

等

と

の

施工計画、工程管理、安全管理 等

運転操作 メンテナンス 点検 等

（PDCAサイクル）

「弱み 」と「強み」
に基づく

災害対応論 メンテナンス、点検 等BCP、タイムライン式行動計画、内水HM等

維持管理論 メンテナンス、点検 等 の

連

携

運転操作、メンテナンス、点検 等 に基づく
きめ細やかな対策
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人材育成 補完等 雨水公費、交付対象等 観測情報、施設情報等



○ 近年、局地的な大雨（いわゆるゲリラ豪雨）等が頻発していることから、雨水の地下街や地下室への浸入、浸

１．１ 都市型水害の要因（1/5）

近年の代表的な浸水被害（内水）実績
（「都市浸水被害の報告（国土交通省下水道部）」による集計結果）

○ 近年、局地的な大雨（いわゆるゲリラ豪雨）等が頻発していることから、雨水の地下街や地下室 の浸入、浸
水による幹線道路の交通の支障、床上浸水による個人財産の被災など、甚大な被害が発生している。

浸水地区 発生年月日 時間最大雨量（総雨量）
家屋被害

床上 床下

愛知県岡崎市・名古屋市・一宮市※ 平成20年8月28~29日 146.5mm/h （448mm） 2,669戸 13,352戸

（「都市浸水被害の報告（国土交通省下水道部）」による集計結果）

和歌山県和歌山市 平成21年11月11日 122.5mm/h （257mm） 461戸 1,819戸

東京都練馬区・板橋区・北区 平成22年7月5日 74.5 mm/h （106mm） 111戸 110戸

福島県郡山市 平成22年7月6日 74.0 mm/h （101mm） 62戸 141戸

鹿児島県奄美市 平成22年10月20日 75 0 mm/h （1 008mm） 43戸 171戸鹿児島県奄美市 平成22年10月20日 75.0 mm/h （1,008mm） 43戸 171戸

大阪府大阪市 平成25年8月25日 67.5 mm/h （83.5mm） 40戸 1,314戸

愛知県名古屋市 平成25年9月4日 108 mm/h （141.5mm） 246戸※ 3,895戸※

※速報値のため、今後の調査で変わる可能性があります

（平成 年 月 大阪府大阪市）（平成２5年8月 大阪府大阪市） （平成２5年9月 愛知県名古屋市）

（平成２０年８月 愛知県岡崎市）

大阪市梅田駅周 100mm/h超の雨により、

3
（平成２２年７月 福島県郡山市） （参考）全国の内水被害額 約0.7兆円（「水害統計」（H13～H22の10年間の合計より）

平成22年7月26日 ＪＲ仙台駅前
（河北新報抜粋）

大阪市梅田駅周
辺では、ショッピン
グモールの店舗が
浸水。

100mm/h超の雨により、
市内の幹線道路が軒並
み浸水、地下街にも水が
流れ込んだ

（平成２２年７月 宮城県仙台市）



１．１ 都市型水害の要因（2/5）

○ 近年、局地的な大雨等が頻発しており、全国のアメダスより集計した1 000地点あたりの時間雨量50mm以上○ 近年、局地的な大雨等が頻発しており、全国のアメダスより集計した1,000地点あたりの時間雨量50mm以上
の降雨の発生回数は、年ごとにばらつきはあるものの、10年毎に分析すると増加傾向にある。

【降雨の特性】 近年、１時間降水量50mm以上の降水の発生回数が増加
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0
S51 S53 S55 S57 S59 S61 S63 H2 H4 H6 H8 H10 H12 H14 H16 H18 H20 H22 H24

年度１時間降水量50mm以上の年間発生回数（気象庁資料より）
（全国のアメダス地点より集計した1,000地点あたりの回数）



１．１ 都市型水害の要因（3/5）

○ 局地的な大雨等は、狭い範囲に生じる降雨であることから、排水区内の管路内流下にあわせて雨域が移動し

【降雨の特性】狭い雨域、豪雨の移動
(mm/hr)

○ 局地的な大雨等は、狭い範囲に生じる降雨であることから、排水区内の管路内流下にあわせて雨域が移動し
ている事例もあり、管内の流量が急激に増大するおそれがある。

局地的な大雨の例
平成20年8月5日、東京都豊島区雑司ヶ谷の大雨

（MPレーダ、500mメッシュ）

A処理場

【特徴】
・積乱雲が急発生し、狭い場所に大雨を降らせ、移動し消滅。
・雨雲は、局地的に発生し、寿命が短く、予測は難しい。

B処理場

C処理場

5

局地的な豪雨域（100mm/h） 約1km2（100ha）に集中

※一般的な下水排水区は、2km2（200ha）以下

S市における豪雨移動のイメージ

出典：「(独)防災科学技術研究所 観測・予測研究領域 水・土砂防災研究ユニットHP」に加筆



１．１ 都市型水害の要因（4/5）

○ 排水先河川等の整備状況に応じて下水道施設の整備が途上の地域においては、排水先河川等の水位が上○ 排水先河川等の整備状況に応じて下水道施設の整備が途上の地域においては、排水先河川等の水位が上
昇していないにも関わらず、浸水被害が発生するおそれがある。

○ 排水先河川等の水位が上昇した場合、その水位上昇の影響により、下水道計画上、前提としている流達時間
内における計画降雨以下の降雨であっても浸水被害が発生するおそれがある。

【排水先の特性】排水先河川等の整備状況や水位に関係した浸水被害の発生

＜排水先河川の水位が高い場合に排水が困難になるおそれ＞

河 川

下水道下水道

P
ポンプによる排水

PP
ポンプによる排水

P
ポンプによる

P
ポンプによる

＜排水先河川の状況に合わせたポンプ運転の停止により浸水＞

P
P
P

下水道

ポンプによる排水

P
P
P

P
P
P

下水道

ポンプによる排水

P
P
P

下水道

ポンプによる
排水を停止

P
P
P

下水道

ポンプによる
排水を停止
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：排水ポンプ
排水ポンプの排水により内水被害は
解消されるが、下流の河道ネック部
で外水氾濫を起こす恐れがある。

河川
Ｐ：排水ポンプ

排水ポンプの排水により内水被害は
解消されるが、下流の河道ネック部
で外水氾濫を起こす恐れがある。

河川
ＰＰ

河川 ：排水ポンプ

排水制限により、排水ポンプ場周辺
で内水被害を起こす恐れがある。

Ｐ河川 ：排水ポンプ

排水制限により、排水ポンプ場周辺
で内水被害を起こす恐れがある。

Ｐ



１．１ 都市型水害の要因（5/5）

○ 下水道施設の能力を超過する雨水が地表面に溢れた際に、その溢水量がごくわずかな場合においても、局○ 下水道施設の能力を超過する雨水が地表面に溢れた際に、その溢水量がごくわずかな場合においても、局
所的な窪地に溢水が集中し、浸水深が増大し、一般資産に大きな影響を与える床上浸水が生じるおそれがあ
る。

【地形の特性】排水先河川等の整備状況や水位に関係した浸水被害の発生【地形の特性】排水先河川等の整備状況や水位に関係した浸水被害の発生

東 西

流入 雨水流入

東 西

下水道管下水道管
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下水道管



１．２ 都市型水害をめぐる社会情勢

防災対策推進検 会議 成 年 「 終報告

「楽観」を避け、防災に関する不断の努力により可能な限りの備えを怠ってはならない。

災害の発生を防ぎきることは不可能であるとの基本認識に立ち、災害対策のあらゆる分野で、予防対策、応急
対策 復旧 復興対策等の 連の取組を通じてできるだけ被害の最小化を図る「減災 の考え方を徹底

防災対策推進検討会議（平成24年7月31日設置） 「最終報告」より

対策、復旧・復興対策等の一連の取組を通じてできるだけ被害の最小化を図る「減災」の考え方を徹底。

自然の猛威は実施可能なハード対策の防災力を上回り、それだけで被害を防ぎきれない場合もあるため、計画
を上回る災害にも粘り強い効果を発揮するハード対策に加え、ソフト施策を可能な限り進める必要がある。

「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法」（以下「国
土強靭化基本法」という。）（平成25年12月11日）より

既存の社会資本の有効活用等により施策の実施に要する費用の縮減を図ること、大規模自然災害等に対する
脆弱性の評価を行うこと等の方針に従うこととされている。

政府は、脆弱性の評価の結果に基づき、国土強靭化基本計画を策定し、都道府県又は市町村は、この基本計
画と調和が保たれている国土強靭化地方計画を策定することとされている。

IPCC（気候変動に関する政府間パネル）第5次評価報告書
「第1作業部会報告書」（平成25年9月公表）より

気候システムの温暖化については疑う余地がないこと、21世紀末までに世界平均気温が0.3～4.8℃上昇、世界気候システムの温暖化については疑う余地がないこと、21世紀末までに世界平均気温が0.3 4.8℃上昇、世界
平均海面水位は0.26～0.82m上昇する可能性が高いこと、中緯度陸地などで極端な降水がより強く頻繁となる
可能性が非常に高いことなどが示されている。

平成27年夏頃を目途とした政府全体の「適応計画」の策定に向け、中央環境審議会において既存の研究による
気候変動予測や影響評価等について整理し 気候変動が日本にあたえる影響及びリスクの評価についての審

8

気候変動予測や影響評価等について整理し、気候変動が日本にあたえる影響及びリスクの評価についての審
議が開始されたところである。



２． 下水道による浸水対策の現状と課題

都市における浸水対策の新たな展開（下水道政策研究委員会浸水対策小委員会 H17.7）

○「人(受け手)」主体の目標設定 ○地区と期間を限定した整備(選択と集中) ○ソフト・自助の促進による被害最小化

新しい時代における下水道のあり方について

政策目標 計画手法の具体化

下水道総合浸水対策計画策定マニュアル(案)新しい時代における下水道のあり方について
(社会資本整備審議会下水道小委員会 H19.6）

長期目標
ハード整備に加え、ソフト対策と自助を組み合わせた総合的な対策により、既往最
大降雨に対する浸水被害を最小化。

重点地区（地下空間高度利用地区、商業・業務集積地区等）：既往最大降雨に対して

下水道総合浸水対策計画策定マ アル(案)
(国交省下水道部 H18.3）

○対象降雨：既往最大降雨を基本
○重点地区の設定の観点：
・生命の保護(カテゴリーA)
・都市機能の確保(カテゴリーB)

浸水シミュレーション
不可欠

中期目標
重点地区（地下空間高度利用地区、商業 業務集積地区等）：既往最大降雨に対して
浸水被害の最小化。ハード整備は概ね１０年に１回の降雨に対する安全度を確保。
一般地区：ハード整備は概ね５年に１回の降雨に対する安全性を確保。これ以上の
降雨では、ソフト対策、自助で対応。

当面目標 重点地区：既往最大降雨に対してハード整備に加え、ソフト対策と自助を組み合わ
せた総合的な対策による被害の最小化。ハード整備は中期目標水準を目指す。

都市機能の確保(カテゴリ B)
・個人財産の保護(カテゴリーC)

○被害軽減目標の設定：
対象降雨に対し、ハード・ソフト対策を総合的に実施し、対策
後の機能保全水深を設定 等

平等ではない安全度

せた総合的な対策による被害の最小化。 ド整備は中期目標水準を目指す。

基準化

下水道施設計画・設計指針と解説 (下水道協会 H21.9）

基準化

「雨水排除計画 「雨水管理計画 転換

財政支援

下水道浸水被害軽減総合事業(H18)

「地域の特性に応じた段階的な・重点的な整備目標
の検討」や「浸水被害最小化に向けた総合的な対策
の検討」の理念が追加。

「雨水排除計画」 → 「雨水管理計画」へ転換

計画雨水量算定式：原則として合理式
確率年：5～10年を標準。必要に応じて、地域の実情等を勘案した確率年。
水位計算：必要に応じて動水勾配を算出。より詳細な予測が必要な場合、浸水シミュレーション。

基本的な考え方に「下水道総合浸水対策計画策定マニュアル(案)参照」としつつ…

「都市における浸水対策の新たな展開 の考え方は 下水道浸水被害軽減総合事業において適用される 方 広く活用 展開されていない

最近の情勢 方 向 性

「都市における浸水対策の新たな展開」の考え方は、下水道浸水被害軽減総合事業において適用される一方、広く活用・展開されていない

ストックが蓄積されつつある状況下において、社会資本を効率的・効果的に活用することの必要性の高まり 等
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○ ストックの増大
○ 局地的な大雨の頻発
○ 東日本大震災の教訓
○ 気候変動によるリスク
の増大 等

方 向 性

○ 「都市における浸水対策の新たな展開」の考え方に、浸水対策施設の他、観測データ等の情報も含めたストック
を評価・活用しつつ、下水道管理者がスムーズに導入可能な新たな思想の構築・展開

○新たな思想のため、施設情報や観測情報等を蓄積・分析するとともに、地域の防災力向上に資する分かりやす
い情報を住民等に積極的に発信



２．１ 下水道による浸水対策の現状（1/9）

○ 従来からの下水道による浸水対策については、雨水の速やかな排除という思想の下で、雨水排除計画に基○ 従来からの下水道による浸水対策については、雨水の速やかな排除という思想の下で、雨水排除計画に基
づき、概ね5年確率降雨に対応した下水道管渠やポンプ場の整備が進められてきた。

○ 現在、浸水被害が生じるおそれがあり都市浸水対策を実施すべき区域の面積のうち、概ね5年に1回程度発
生する規模の降雨に対して既に整備が完了している区域の割合は、約55％(平成24年度末)となっている。
れまでの雨水に係る管渠は約 万 (合流 約 万 分流約 万 平成 年度末時点)の延長となるな

雨水管渠の整備延長（全国）

○ これまでの雨水に係る管渠は約11万km(合流：約6万km、分流:約5万km、平成22年度末時点)の延長となるな
ど、全国に一定量のストックが蓄積されている。

10

12

6

8

延
長
（
万
k
m
）

雨水

合流

平成22年度
全国の累積管渠延長

2

4

累
積
管
渠
延 合流

雨水：約 5万km
合流：約 6万km

0

2

H 8 H 10 H 12 H 14 H 16 H 18 H 20 H 22

10

年度

雨水管渠延長 ≒ 地球１周分に相当 （地球一周 約4万6千km）
出典：下水道統計データを集計



２．１ 下水道による浸水対策の現状（2/9）

○ 平成15年度に、著しい浸水被害が発生するおそれがある都市部を流れる河川及びその流域について、下水○ 平成15年度に、著しい浸水被害が発生するおそれがある都市部を流れる河川及びその流域について、下水
道管理者及び河川管理者等が総合的な浸水被害対策を講じるため、流域水害対策計画の策定、雨水の流
出の抑制のための規制、都市浸水想定区域等の指定・公表等を措置する特定都市河川浸水被害対策法が
制定された。

「特定都市河川浸水被害対策法」の要旨

○河道・ダム等の洪水対策 ○浸水想定区域の指定（洪水予報指定河川における外水のみを対象）

河 川 法
（洪水等の事前予防対策）

水 防 法
（洪水等の発生時対策）

○河道 ダム等の洪水対策

特定都市河川浸水被害対策法（H15.6.11制定、H16.5.15施行）

○浸水想定区域の指定（洪水予報指定河川における外水のみを対象）

○流域での雨水貯留浸透施設整備【第６条】(河川管理者）
流域水害対策計画に基づき特定都市河川流域に雨水貯留浸透施設を整備
当該施設は河川法等において河川管理施設とみなす ○都市洪水想定区域・都市浸水想定区域の指定【第32条・第33条】

（外水及び内水を対象）
河川の氾濫及び内水による溢水等が想定される区域を指定・公表
市町村防災会議は地下街への情報伝達方法等を市町村防災計画に定め、住民に周知
地下街管理者による浸水時の避難等に関する計画作成・公表の努力義務

●特定都市河川及び特定都市河川流域の指定【第３条】
（大臣・都道府県知事）

《河川指定・
　流域指定の
イメージ》

河川の　
自然流域

下水道の
排水区域

特定都市
河川流域

特定都市河川
の区間

《河川指定・
　流域指定の
イメージ》

河川の　
自然流域

下水道の
排水区域

特定都市
河川流域

特定都市河川
の区間

内水浸水地下に浸透 内水浸水内水浸水地下に浸透地下に浸透

都市部を流れる河川であること
（市街化率おおむね50％以上）
著しい浸水被害が発生し、又はそのおそれがあること

(年平均水害被害額10億円以上)
河道又は洪水調節ダムの整備による浸水被害の防止
が市街化の進展により困難なこと

地下街管理者による浸水時の避難等に関する計画作成 公表の努力義務

宅地等以外の土地で行う1,000ｍ２
以上の雨水浸透阻害行為（著しい
流出増をもたらす行為）は雨水貯

○特定都市河川（6河川）
・鶴見川（H17 4 1指定） ・新川（H18 1 1指定）

（大臣 都道府県知事）

●雨水浸透阻害行為に対する貯留浸透施設設置の義務付け
【第９条から第22条】

内水浸水

外水氾濫

地下に浸透

宅地造成等により、雨水が地下に浸透せず河川
等に一度に流出し浸水被害をもたらす

内水浸水

外水氾濫

内水浸水

外水氾濫

地下に浸透地下に浸透

宅地造成等により、雨水が地下に浸透せず河川
等に一度に流出し浸水被害をもたらす

○総合的な浸水被害対策のための「流域水害対策計画」の策定

【第４条】（河川管理者・下水道管理者・都道府県知事・市町村
長）

流出増をもたらす行為）は雨水貯
留浸透施設の設置が必要

○既存調整池の埋立行為の届出義務・必要な措置の勧告
【第23条～第26条】
１００ｍ３以上の防災調整池を都道府県
知事が保全調整池として指定し その機

鶴見川（H17.4.1指定） 新川（H18.1.1指定）
・寝屋川（H18.7.1指定） ・巴川（H21.2.6指定）
・境川[愛知]（H24.4.1指定） ・猿渡川（H24.4.1指定）

○流域内の住民、事業者の雨水貯留浸透の努力義務【第５条】

【計画事項】
浸水被害対策の基本方針
都市洪水又は都市浸水の発生を防ぐべき目標となる降雨
特定都市河川、特定都市下水道の整備に関する事項
特定都市下水道の排水ポンプの運転調整に関する事項 等

知事が保全調整池として指定し、その機
能を阻害するおそれのある行為（埋立て
等）は届出を義務付け
都道府県知事は必要な措置を助言・勧告

○地方公共団体による管理協定の締結【第27条～第31条】
地方公共団体は、保全調整池の所有者と協定を締結し保全調整池を管理することが
できる
管理協定は保全調整池の譲受人等に対しても効力を有する（承継効）

行政の要請にもかかわらず埋め立てられた調整池

11
下 水 道 法 都 市 計 画 法○下水の排除、処理 ○開発許可

○排水設備の貯留浸透機能の義務付け【第８条】（条例）
条例により各戸の排水設備に、貯留浸透機能を付加させることができる

○他の公共団体による費用負担【第７条】

管理協定は保全調整池の譲受人等に対しても効力を有する（承継効）



２．１ 下水道による浸水対策の現状（3/9）

○ 「新たな展開」の考え方を全国に水平展開するため、国土交通省は、平成18年3月に「下水道総合浸水対策

下水道総合浸水対策計画策定マニュアル（案） H18.3 （1/2）

○ 新たな展開」の考え方を全国に水平展開するため、国土交通省は、平成18年3月に 下水道総合浸水対策
計画策定マニュアル（案）」を発刊し、地方公共団体へ周知を行った。

主な記載内容
◆「新たな展開」の考え方を踏襲した計画論 ◆浸水被害軽減目標の設定にあたっての機能保全水深等の考え方
◆シミュレーションの活用も含めた、計画策定のための検討手順 ◆自助、公助によるハード・ソフト対策手法の紹介とその方法論

・総合的な浸水対策の推進 

集中豪雨（超過降雨）への対策を講じる場合、従来のようなピーク流出量対応の管きょ整備は著し

く不経済となる可能性があることなどから 浸水被害を軽減するための地域特性に応じた目標を設定

 【計画策定の目的】

く不経済となる可能性があることなどから、浸水被害を軽減するための地域特性に応じた目標を設定

し、多様な主体との連携により、公助・自助によるハード対策およびソフト対策を各々の長所をバラ

ンス良く総合的に組み合わせた浸水被害の最小化を図る対策を実施することが重要である。 
 
 

 
現状：下水道の整備水準を超える

集中豪雨(超過降雨)に対し

て排水能力が不足 

 

 
機能保
浸水現

 
 
 
 
 

 
「都市における浸水対策の新たな展開」 

 都市における集中豪雨に対して、「生命の保護」、「都市機能の確保」、 
「個人財産の保護」の観点から緊急かつ効率的に浸水被害の最小化を図る

【基本的方向】 

 

集中豪雨に対して、地下街、幹線道

路および一般市街地等で多大な浸水

被害が発生するおそれがある。

住民等の多様な 
主体との協議 

公助による対策は効果の確実性は高

いが、集中豪雨に対し効果を発揮するま

でに、相当の期間と費用を要することが

多い

公助

浸水対策には自助が必須であるが、

対応には限界があり、また、確実性を

伴うためにはソフト対策等の支援が不

欠 ある

自助

 

 

 

 

 

◎ 「人（受け手）」主体の目標設定 
◎ 地区と期間を限定した整備（集中と選択） 
◎ ソフトの強化・自助の促進による被害の最小化

総合的な浸水対策の推進 多い。 可欠である。

集中豪雨 

(超過降雨)

集中豪雨 

(超過降雨)

集中豪雨 

(超過降雨)

集中豪雨 

(超過降雨)

各々を組み合わせた地域ごとの最適案の決定＝「下水道総合浸水対策計画」の策定 【本マニュアルの適用範囲】 

◎対象とする降雨 
災害の再発防止および甚大な被害の未然防止の観点より、既往最大降雨など下水道施設の整備水準を

大きく超過する集中豪雨（超過降雨）を対象とする。 

◎対象とするエリア 
「生命の保護」「都市機能の確保」「個人財産の保護」に照らし 浸水による被害ポテンシャルの大

総合的な浸水対策の推進

機能保全水深の設定 

浸水現象の把握 

重点対策地区 各戸貯留浸透 浸水情報の提供

地下街 
各種対策による

浸水被害の軽減 止水板

土のう

雨水調整池

校庭貯留

「生命の保護」、「都市機能の確保」、「個人財産の保護」に照らし、浸水による被害ポテンシャルの大

きな地区を重点的に対策を行うべき地区（重点対策地区）として選定する。なお、対策実施は、重点対

策地区を含む排水区に対して行う。 
 
 
 
 
 
 

  
集中豪雨 

(超過降雨) 

下水道総合浸水対策緊急計画

集中豪雨

(超過降雨)
集中豪雨

(超過降雨)

他地区より高い水準の

下水道総合浸水対策計画 

12
新規貯留管

既設管

排水区界

管内水位計

浸水被害の軽減 止水板

公助・自助を効果的に組み合わ

せた総合的な対策を行うこと

で、浸水被害の最小化を早期か

つ経済的に図ることができる。
既設管の有効利用

透水性舗装

一定の水深を設定 
（例：床上浸水は防止する
水準の水深等） 

 
 
 
 
 
 
 

従来の整備水準 

重点対策地区 
重点対策地区 重点対策地区 

他地区より高い水準の

浸水対策を短期に実施

 

下水道総合浸水対策計画の策定対象のイメージ 



２．１ 下水道による浸水対策の現状（4/9）

○ 国土交通省及び(社)日本下水道協会は、下水道政策研究委員会浸水対策小委員会を共同設置し、平成17年

「都市における浸水対策の新たな展開」の要旨

○ 国土交通省及び(社)日本下水道協会は、下水道政策研究委員会浸水対策小委員会を共同設置し、平成17年
7月に「都市における浸水対策の新たな展開」をとりまとめた。

○時間と財政的制約の中で、緊急かつ効率的に浸水被害の軽減を図るためには、施策の転換を必要とし、人（受け手）主体
の目標設定、地区と期間を限定した整備（選択と集中）、ソフト・自助の促進による被害の最小化を、都市における浸水対
策の基本的方向とする。

○災害の再発防止や甚大な災害の未然防止の観点から既往最大級の豪雨に対し、浸水シミュレーションの実施等により被

内水ﾊｻﾞ ﾄﾞﾏｯﾌﾟ
・・・ハード整備

対策
効果的なハード対策

害ポテンシャルの高い地区の重点化を図った上で、公助・自助によるハード対策及びソフト対策による総合的かつ緊急的
な浸水対策を行うべきである。

自 助

ソフト
降雨レーダーによる
情報提供システム

内水ﾊｻ ｰﾄ ﾏｯﾌ

雨水浸透ます

各戸貯留浸透施設

・・・ソフト対策

・・・自助（ハード整備）

重点的かつ効率的な施設の整備
と効果的な運用
○ 貯留・浸透施設の積極的導入 等

ハード

貯留浸透施設

雨水浸透ます

逆流防止施設
止水板

自助を支える情報収集・提供等
の促進

ソフト対策の強化

貯留管止水板

貯留浸透施設 逆流防止施設

雨水管

貯留施設

の促進
○ 内水ハザードマップの公表
○ リアルタイム情報提供の促進 等

自助の促進

13
河川

地下街

地下鉄

雨水排除データ
情報提供システム

貯留施設

河川

自助の促進による被害の最小化
○ 浸水時の土のう設置
○ 自主避難 など



２．１ 下水道による浸水対策の現状（5/9）

下水道総合浸水対策計画策定マニュアル（案） H18 3 （2/2）下水道総合浸水対策計画策定マニュアル（案） H18.3 （2/2）
・浸水シミュレーションの活用 

当該地区における浸水対策を立案し、早期に浸水被害を軽減するために、浸水対策前後の状況を高

い精度で把握できる特徴を持つ浸水シミュレーションを積極的に活用する。 

 
【これまでの設計手法に基づく計画策定手法】

【浸水被害軽減目標の設定】 
重点対策候補地区の性格を考慮しつつ、公助のみならず自助による対策も勘案し、下水道総合浸水

対策による浸水被害軽減目標として機能保全水深※）を設定する。また、浸水被害の軽減を確実なもの

とするためには、機能保全水深と併せて、さらなる安全性の確保、リスク低減の観点から、避難行動

に対する支援等のソフト対策についても充実を図り、総合的な浸水対策を図るべきである。 

 

 

 

 

 

 
【これまでの設計手法に基づく計画策定手法】 

ピーク流出量に対して自由水面流れにより評価

集中豪雨 

(超過降雨)
集中豪雨 

(超過降雨) 

集中豪雨 

(超過降雨)

集中豪雨 

(超過降雨)

 
 
 
 
 

対象降雨時における現時点での浸水深

公助・自助によるハード対策 
およびソフト対策後の浸水深 
（機能保全水深※）） 

管内

浸水情報

土のう

降雨情報

各戸貯留校庭貯留

 

 

 

 

 

超過降雨に対する瞬間的なピーク流出量に対応した規模の管きょを整備する

ことは、例えば大口径の管きょを必要とするなど不経済となる可能性がある。

 
 
 
 
 

ハード対策 

管内

水位情報

・公助による対策 
・自助による対策 

ソフト対策 

浸透
浸透

貯留管等

・公助による対策 
・自助による対策 

 

 

 

 

 

 

 
入力 気象排水路網 計算パラメータ 

不浸透面積率 流域地形 

流出抑制施設 土地利用 

浸水シミュレーションの活用によ

り、降雨の時間的・空間的な分布を

考慮した流出・氾濫現象を把握する

ことができ、自助による対策および

ソフト対策の効果を評価、既存施設

と新規施設の一体的な評価 浸水現

 

 

 

 

 

 

※）機能保全水深：重点対策地区における各施設・家屋等の性格に応じて、対象降雨に対してそれ
ぞれの機能を保全するために設定する浸水深。 
する水深。 

         

         

         ：施設（地下街、地下鉄駅構内、災害時要援護者関連施設等）への浸水が
防止できるレベル 

生命の保護 
（ｶﾃｺﾞﾘｰ A） 

：施設（商店街、役所、主要ターミナル駅等）の機能が確保されるレベル
 例えば、乗物の移動限界のおよそ20cm等 

都市機能の確保 
（ｶﾃｺﾞﾘｰ B） 

 

 

 

 

 

② 地 表 面 流 出 解 析

雨が地表面を伝って 

人孔部へ入る現象の解析

① 降 雨 損 失 解 析

と新規施設の 体的な評価、浸水現

象の把握に基づく重点対策地区の

設定等が可能である。 
 

 

 

【計画期間の設定】 
下水道総合浸水対策計画においては、公助・自助によるハード対策およびソフト対策を効果的に組み

合わせた対策を早期に達成するための計画期間を設ける。 

                  ：一般市街地の家屋の床上浸水が防止できるレベル 
例えば、建築基準法における木造家屋の床の高さの基準(45cm)等 

個人財産の保護 
（ｶﾃｺﾞﾘｰ C） 

 

 

 

 

 

⑤地表面氾濫解析

③ 管 渠 内 解 析

④ 溢 水 解 析
下水道等管渠内の 

水位・流量等の解析

人孔部でどのように水が 

出入りするかの解析 
溢れた水がどのように

地表面を伝うか 解析

 
 
 
 
 

 機能保全レベル

計画における 

機能保全レベル 
公助による対策が 

有する機能保全レベル

公助・自助による対策が

有する機能保全レベル

自助による対策

（避難行動を除く）避難行動等
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浸水シミュレーションの活用による計画策定手法の転換イメージ 

 
出力 流出波形 水位変動 

最大湛水量 

最大湛水深 

地表面を伝うかの解析

 
 
 
 
 期間計画期間 

（概ね 5 年）

公助による対策

現在



２．１ 下水道による浸水対策の現状（6/9）

○ 「新たな展開」の考え方に基づく計画を策定した場合に、国庫補助の対象が広範となる予算制度を平成18年

予 算 制 度

○ 新たな展開」の考え方に基づく計画を策定した場合に、国庫補助の対象が広範となる予算制度を平成18年
度に創設（当時は時限制度）。平成21年度に事業名を下水道浸水被害軽減総合事業とするとともに、恒久制
度化等の拡充を行った。

予 算 制 度

通常の下水道事業
補助対象（基幹事業としての国費交付対象）：主要な管渠及び補完施設

下水道浸水軽減総合事業のイメージ
○過去10年間に一定の浸水実績があり、ハード対策・ソフト対策・自助の取組みを組合せた下水道浸水
被害軽減総合計画を策定した場合 下 浸 軽減総 事業

下水道浸水被害軽減総合事業
補助対象：
• 広範な主要な管渠及び補完施設
補助対象となる下水道工事の路面復旧における透水性舗装• 補助対象となる下水道工事の路面復旧における透水性舗装

• 降雨等のデータをリアルタイムに提供するために必要な情報提
供施設

• 雨水の貯留浸透機能を有する下水道施設
［間接補助］（地方公共団体が当該施設の管理者等に助成する場合［間接補助］（地方公共団体が当該施設の管理者等に助成する場合
に、国が地方公共団体に交付）
• 雨水の流出抑制を図るための不要になった浄化槽の改造、雨水
貯留浸透施設

• 防水ゲート、止水板及び逆流防止施設(不特定多数が利用する
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地下空間等に係るもの)



２．１ 下水道による浸水対策の現状（7/9）

○ 現在、これまで一定の浸水実績があり、下水道浸水被害軽減総合事業の活用が可能な141地区のうち、117○ 現在、これまで 定の浸水実績があり、下水道浸水被害軽減総合事業の活用が可能な141地区のうち、117
地区（約8割）において「新たな展開」の考え方に基づく事業が進められている。

○ 本事業の活用促進等により、浸水シミュレーションによる詳細な浸水状況の把握や対策の評価の実施が普及
し（平成24年度には全国で89件）、技術的な蓄積が深まっている。

下水道浸水被害軽減総合計画の策定状況
（平成24年12月末）
都道府県 市 村 地 は処理

流出解析モデルの
適用実績推移

都道府県 市町村 地区又は処理区

事業中 19 27 63

事業完了 2 9 54

計画未策定 3 8 24計画未策定 3 8 24

合計 24 44 141

事業中, 19, 

事業完了, 2, 
8%

計画未策定, 
3, 13%

都道府県

事業完了

事業中

計画未策定

79%

事業中, 27, 
事業完了, 9, 

21%

計画未策定, 
8, 18%

市町村

計画未策定61%

事業中, 63, 
45%

計画未策定, 
24, 17%

地区又は処理区
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事業完了, 
54, 38%

※流出解析モデルを適用した全国各都市での各年度業務

（全国上下水道コンサルタント協会 調べ 他）



２．１ 下水道による浸水対策の現状（8/9）

○ (社)日本下水道協会は、「新たな展開」等を反映するかたちで、平成21年9月に下水道施設計画・設計指針と

計画設計指針の概要 （雨水管理計画） （1/2）

○ (社)日本下水道協会は、 新たな展開」等を反映するかたちで、平成21年9月に下水道施設計画 設計指針と
解説に社会資本整備審議会下水道小委員会の報告書や新たな展開等の考え方を反映する改定を行い、「雨
水排除計画」から「雨水管理計画」への転換を図った。

計画設計指針の概要 （雨水管理計画） （1/2）

【主な改定内容】
◆計画雨水量の確率年は5～10年を標準とし、必要に応じて地域の実情等を勘案した確率年を設定
◆合理式により算定される計画雨水量の速やかな排除を標準とするが、必要に応じて、雨水流出抑制手法、浸水シミュレーションによる詳細な浸
水状況の把握や対策の評価を検討水状況の把握や対策の評価を検討

§1.1 雨水管理計画の基本的な考え方
雨水管理計画

雨水利用・その他関連計画へ
の配慮（整合）

雨水管理計画
雨水利用・その他関連計画へ

の配慮（整合）雨水管理計画策定にあたっての留意事項

地域の実状を考慮した段階的な整備目標の設定

時間軸設定： 長期・中期・当面 地域レベル：重点地区・一般地区

対策の組み合わせによる計画の効率化 効果的な浸水被害の最小化

ハード+ソフト対策等により
整備目標の達成へ

地域の実状を考慮した段階的な整備目標の設定

時間軸設定： 長期・中期・当面 地域レベル：重点地区・一般地区

対策の組み合わせによる計画の効率化 効果的な浸水被害の最小化

ハード+ソフト対策等により
整備目標の達成へ

①段階的・重点的な整備目標の検討

・整備目標は、地区の実状や特性に合わせて、段階
的及び重点地区を考慮して定める。

②排除計画の検討

・対象河川、農業用排水路等を考慮するとともに雨

全
体

速やかな排除（=排水）施設

（管きょ、ポンプ場等）

雨水流出抑制施設

（貯留・浸透施設等）

ハード整備

雨水排除計画

ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ
避難勧告

ソフト対策

整備水準 5 10年を標準

止水板

自助

整備水準は定められない

対策 組 合わ る計画 効率

速やかな排除（=排水）施設

（管きょ、ポンプ場等）

雨水流出抑制施設

（貯留・浸透施設等）

ハード整備

雨水排除計画

ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ
避難勧告

ソフト対策

整備水準 5 10年を標準

止水板

自助

整備水準は定められない

対策 組 合わ る計画 効率対象河川、農業用排水路等を考慮するとともに雨
水流出抑手法（貯留・浸透）を取り入れる等、効率
化に務める。

③浸水被害最小化に向けた総合的対策の検討

・「雨に強い都市づくり」を実現させるため、排除計画
とともに、ソフト対策、自助の組合せにより効果的に
浸水被害の最小化を図る

体
像

整備水準：5～10年を標準 整備水準は定められない整備水準：5～10年を標準 整備水準は定められない浸水被害の最小化を図る。

§1.2 雨水管理計画策定に必要な基礎調査

雨水管理計画の策定に当たっては、以下の基礎調査を十分に行なう。
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●その他の調査項目
・今後の水環境の保全や
改善への要望や計画

●河川の計画と
放流先の現状

・河川の計画と現状
・河川の改修計画
・流域水害対策計画

●現状の排水状況
・既存排水路
・ポンプ施設
・既存施設の計画諸元
・管理区分

●浸水被害の発生状況と原因
・被害状況等
・浸水時の諸条件
・水防活動状況
・浸水の原因
・浸水被害の特徴・深刻度



２．１ 下水道による浸水対策の現状（9/9）

計画設計指針の概要 （雨水管理計画） （2/2）計画設計指針の概要 （雨水管理計画） （2/2）

§1.3 雨水管理計画策定の手順

●雨水流出ピ ク量への対応を標準とするが 必要応じて以下の事項も検討し 効率的な計●雨水流出ピーク量への対応を標準とするが、必要応じて以下の事項も検討し、効率的な計
画を策定する。★ 地域の実情を考慮 ★ 雨水流出抑制手法 ★ 浸水シミュレーションによる詳細な浸水状況の把握や対策の評価

【策定手順】
浸水シミュレーションの

基礎調査
§1.2

河川協議
対象降雨の設定
§1.4

計画雨水流出量 算定 水位計算
施設計画
水管路 段階的整備

浸水シミュレ ションの
活用による検討

整備が困難な場合

計画雨水流出量の算定
§1.4

水位計算
§1.5

雨水管路 §1.6
雨水ポンプ場 §1.7
雨水流出抑制 §1.8

段階的整備
§1.10

§1.4 計画雨水量

雨水流出ピーク量の算出は、次の項目を考慮して算出した最大計画雨水流出量とする。

●計画雨水量算定式 ： 原則として合理式とする●計画雨水量算定式 ： 原則として合理式とする。
●流出係数 ： 原則として工種別基礎流出係数及び工種構成から求めた総括流出係数を用いる。
●確 率 年 ： 5～10年を標準とする。なお、必要に応じて、地域の実状等を勘案した確率年を設定できる。
●流達時間 ： 流入時間と流下時間との和

流入時間 ： 最小単位排水区の斜面の特性を考慮する
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流入時間 ： 最小単位排水区の斜面の特性を考慮する。
流下時間 ： 最上流管きょから懸案地点までの距離を計画流量に対応した流速で除す。

●排水面積 ： 地形図をもとに、現地状況を十分に調査し、将来の開発計画も考慮して正確に求める。



３． 都市浸水対策機能向上を推進するための基本的枠組み

○「人(受け手)」主体の目標設定 ○地区と期間を限定した整備(選択と集中) ○ソフト・自助の促進による被害最小化

○ストックの評価・活用 ○施設情報や観測情報等の活用

（下水道政策研究委員会浸水対策小委員会 H17.7）

○ ック 評価 活用 ○施設情報 観測情報等 活用

○ 現在の計画降雨により生じる雨水量を流下又は貯留させる抜本的な下水道による浸水対策を、当面、着実かつ速やかに
実施。

○ ストックが一定の効果を発揮している都市は、その実施にあたって、下記の評価、分析等を踏まえ、きめ細やかなハード・ソ
フト対策により、粘り強く効果を発揮させて、被害を軽減。フト対策により、粘り強く効果を発揮させて、被害を軽減。
現況及び既定計画の下水道施設について能力評価
過去の水害等の計画を上回る降雨により生じる水害の要因分析

床上浸水による個人財産や地下空間等における生命の保護等の観点から、その要因に応じたきめ細やかな対策の検討

○ 他事業のスト クを適切に評価し 相乗して効果を発現できるよう関係部局と連携

「弱み 」と「強み」

○ 他事業のストックを適切に評価し、相乗して効果を発現できるよう関係部局と連携。

＜ストックなし（新設）＞ ＜ストックあり（改築・管理）＞

計画・
設計

施工 供用

計画改築

供用
施設情報や観測情報等
を起点とするマネジメント

操作
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計画・
設計

改築・
改造

操作
改善



３．１ ストックの評価・活用という新たな思想の原則化

新 た な 思 想 に よ る 検 討 の イ メ ー ジ新 た な 思 想 に よ る 検 討 の イ メ ジ

計

ストックの評価・活用という新たな思想
（実施にあたっての照査）

下水道施設計画・設計指針と
解説における標準型の検討

計
画
を
上
回

従
来

従
来
の
計

減
災
に

ス
ト
ッ
ク回

る
降
雨
に
対

型
の
手
法

従
来
の
計

画
降
雨
に

施設情報のイメ ジ
能力評価のイメージ

向
け
た
照

例 例 例 ネ ト ク

最
大
限
の

対
す
る
水
害
要

に
よ
る
検

画
降
雨

対
す
る
能

施設情報のイメージ
能力評価 ジ

地表面

水位

査
基
準
の

例：
床上浸水
解消

例：
既往最大
降雨

例：ネットワーク
化付加

活
用
に
よ

要
因
分
析

討 力
評
価

水位観測のイメージ 設
定

る
照
査

「施設情報」や
「観測情報」

「床上浸水による個人財産」や「地下
空間等における生命保護」等の観点

付加的な施設等対策を講じたと
きに照査基準を満足しているか
を浸水ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ等により確認

１つないし複
数の降雨

20
施設情報や観測情報
の蓄積に応じたPDCA



３．２ 施設情報や観測情報等の活用の原則化

○ きめ細やかな対策の検討のたため、既存の施設情報を精査した上で、今後、一定の被害が生じた降雨につい○ きめ細やかな対策の検討のたため、既存の施設情報を精査した上で、今後、 定の被害が生じた降雨につい
ては、その時間分布データや空間分布データを把握するとともに、降雨時の管内の時系列的な水位観測に
積極的に取り組む。

○ 併せて、観測情報や浸水被害情報を蓄積・分析した上で、情報の住民や企業等への提供などによる防災や
減災に向けての活用の原則化を図る減災に向けての活用の原則化を図る。

水位計

雨水ポンプ場

雨水ポンプ場

ポンプ運転

気象台

水位計

ポンプ運転
雨水吐口

貯留管

雨水ポンプ場

貯留管内

水位計

地上雨量計

地上雨量計

貯留管

水位計

レーダー雨量計

既存の施設情報
一定の被害が生じた降雨の
時間分布や空間分布

管内の水位の積極的な観測
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データの
蓄積・分析

きめ細やかな
対策の検討

減災に活用



４．１ 水害の要因分析の対象とする計画を上回る降雨の設定の留意事項

長期の目標として、既往最大降雨に対する浸水被害を最小化 【社会資本整備審議会H19.6より】既往最大降雨を
既往最大降雨については、住民が実際に実体験しており、イメージをしやすい

⇒ 近傍の既往最大降雨や地域の実情を踏まえて、降雨量を設定

（実績と異なる降雨量を設定する場合は、引き伸ばし等を行う手法もある）

既往最大降 を
基本とする設定

降雨の継続する時間の特性により下水道管路網にとってボトルネック個所が異なる

⇒ 降雨の実績の時間分布を考慮

排水区の面積に比べて雨域が小さい場合 ⇒ 降雨の空間分布を考慮

時間分布・空間
分布の考慮

降雨量 引き伸ば 例 異なる降 要 よる時間分布 例 降雨 空間分布 例

既往最大降雨に限らず、ハード整備の水準をレベルアップする場合等において、段階的な降雨を設
定し、水害要因を分析することも有用であることから、必要に応じて、この分析を実施すべき

段階的な降雨設定

台風性の
波形豪雨

降雨量の引き伸ばし例 異なる降雨要因による時間分布の例 降雨の空間分布の例

引き伸ばし
部分

降

【実績降雨継続時間が計画のそれよりも短い場合】

雷雨性の
波形豪雨

実績
部分

部分雨
量

部分

時間実績降雨継続時間

22福本恵梨子ら：東京における夏期集中豪雨の空間偏差-詳細な都市幾
何形状データを考慮して-，土木学会論文集，第55巻，2011

「谷岡康，福岡捷二：都市域の治水計画における降雨外力につい
て, 河川技術論文集, 第10巻, pp.31-36, 2004」に一部加筆

計画降雨継続時間に相当する時間内の降雨量
が計画降雨量に等しくなるように引き伸ばし

計画降雨継続時間



４．２ 水害の要因に応じたきめ細やかなハード・ソフト対策の評価の留意事項（1/3）

○ 下水道総合浸水対策計画策定マニュアル（案）に準じて、計画を「降雨（外力）」主体ではなく、「人（受け○ 下水道総合浸水対策計画策定マ ュアル（案）に準じて、計画を 降雨（外力）」主体ではなく、 人（受け
手）」主体の観点から評価すべきである。

○ 地下空間等における「生命の保護」や幹線道路の交通支障等の「都市機能の確保」、床上浸水被害等によ
る「個人財産の保護」の視点から、浸水深のほか、その地域の実情や視点の特性に応じて、自助活動のた
めのリ ドタイム確保の観点からの浸水開始時間や 浸水被害軽減の観点からの浸水継続時間も 評価

浸水時間と浸水対策機能の関係イメージ 浸水深および浸水時間と対策の関係イメージ

めのリードタイム確保の観点からの浸水開始時間や、浸水被害軽減の観点からの浸水継続時間も、評価
軸とするべきである。

浸
水
深
H

ネットワークやバイパス化等による
スムーズな排水

浸水深＝ウエットな状態←「防災」の目標
を超過

計画降雨に対す
る100%の機能

都
市
浸
水

（BCP曲線）

※1

H

地先排水施設の増設
(飲み込む、取り込みをよくする)

ポンプ設備等の効果的な
制御（運転管理）

＋宅内や地下等
への雨水流入
抑止

計画を
上回る降雨量

水
対
策
機
能

減災

※2

制御（運転管理）

時間 T
t0

浸水開始時間
＝減災の準備
時間の確保 浸水時間

防
災

防災と現在の組み合わ
せにより浸水対策機能の
早期の復旧を図る

時間

仮設排水ポンプや
照明機器等を備蓄し、
迅速な出動体制の整備

①土のうや止水板の設置等
②情報提供
・内水ハザードマップ等
・気象情報・水理情報等

減災対策

t1

自助の強化
⇓

t0

t1
時間 T
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（リアルタイム情報）
・スムーズな避難行動
（普段のリスクコミュニケーション）

⇓
地域防災力の向上

防災対策⇔ （浸水開始時間の延伸,）浸水深・浸水時間の縮減

浸水時間
（湛水時間）

※1 ドライな状態
※2 ウエットな状態



４．２ 水害の要因に応じたきめ細やかなハード・ソフト対策の評価の留意事項（2/3）

○ 各評価軸については、地域とのコンセンサスや最新の知見のほか、過去の水害要因等の地域特性等を○ 各評価軸については、地域とのコンセンサスや最新の知見のほか、過去の水害要因等の地域特性等を
踏まえて、評価基準を設定し、その上で、きめ細やかなハード・ソフト対策の評価を行うべきである。

○ 浸水開始時間や浸水継続時間に関しては、現時点では知見が少ないことから、評価基準の設定と併せて
知見の蓄積を図るべきである。

受けて主体の目標像の事例

浸水深 浸水開始時間 浸水継続時間

生命の保護
地下空間（マウンドアップ 止水板や土嚢の高さ） 自助活動のための 可能な限り短く

生命の保護
施設（地下街、地下鉄駅構内、
災害時要援護者関連施設等）へ
の浸水が防止できるレベル

（最優先）

地下空間（マウンドアップ、止水板や土嚢の高さ）
設定浸水高さ 【参考】止水板の高さ：例えば、30cm～70cm※1

災害時要援護者関連施設
自動車（救急車）が走行困難、災害時要援護者の避難が困難：30cm※2

徒歩による移動困難、床上浸水：50cm※2

コンセントに浸水し停電（医療用電子機器等の使用困難）：70cm※2

自助活動のための
リードタイムの確保
防水板設置：人
力20～30分、自
動5分～20分以
上※4

可能な限り短く

都市機能の確保
施設（商店街、役所、主要ターミ

地下空間（マウンドアップ、止水板や土嚢の高さ）
設定浸水高さ 【参考】止水板の高さ：例えば、30cm～70cm※1

防災拠点施設や幹線道路
乗用車のブレーキの効きが悪くなる：10cm※2

道路管理者によるアンダーパス等の通行止め基準：20cm※2

自動車（緊急車両 パト 車）が走行困難 自治体のバ 運行停止基準

－ 可能な限り短く

ナル駅等）の機能が確保される
レベル

自動車（緊急車両、パトロール車）が走行困難、自治体のバス運行停止基準、
乗用車の排気管やトランスミッション等が浸水：30cm※2

徒歩による移動困難、床上浸水：50cm※2

JAFの実験でセダン、SUVともに走行不可：60cm※2

コンセントに浸水し停電（防災無線等の使用困難）：70cm※2

家屋の床上浸水 自助活動のための個人財産の確保
一般市街地の家屋の床上浸水
が防止できるレベル

家屋の床上浸水
床上浸水：50cm※2

自助活動のための
リードタイムの確保

【参考】稲の収穫
田（水稲）の浸水日数１～２日の冠浸水別被害率
50cm未満：21%、50cm以上1m未満：24%、1m以上：37%※3

－ 1日以内
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【参考】畑の収穫
畑（畑平均）の浸水日数１～２日の冠浸水別被害率
50cm未満：27%、50cm以上1m未満：35%、1m以上：51%※3

－ 可能な限り短く

※1：東京都地下空間浸水対策ガイドライン-地下空間を水害から守るために-、東京都、平成20年9月
※2：水害の被害指標分析の手引き（H25試行版）、国土交通省水管理・国土保全局、平成25年7月

※3：治水経済調査マニュアル（案）、国土交通省河川局、平成17年4月
※4：地下空間における浸水対策ガイドライン 同 解説＜本編＞、国土交通省水管理・国土保全局



４．２ 水害の要因に応じたきめ細やかなハード・ソフト対策の評価の留意事項（3/3）

○ 排水先の水位が下水道施設の能力に影響を与えることや下水道にとって厳しい外力時に必ずしも排水先の○ 排水先の水位が下水道施設の能力に影響を与えることや下水道にとって厳しい外力時に必ずしも排水先の
水位が高いとは限らないことを踏まえ、「特定都市河川浸水被害対策法施行に関するガイドラインについて」
(H16.5.15付事務連絡)や 「内水ハザードマップ作成の手引き(案)」（H21.3）における放流先の河川等の水位の
見込みなどを参考にして、実績の河川等の水位等を踏まえて、水位を設定すべきである。

関係機関との協議の場が必要＊関係機関との協議の場が必要

内水ハザードマップ作成の手引き(案)（p23）解説・特定都市河川浸水被害対策法施行
に関するガイドライン（p109）関する ラ （p ）

(3) 放流先の河川等の水位の見込みについて

下水道その他の排水施設から河川その他公共の水域

（以下「河川等」という ）へ雨水を放流する地点に

2.5.2 放流先河川等の水位設定

下水道その他の排水施設から河川その他の公共の水域へ雨水を放流する地点におけ

る当該河川等の水位は、当該河川等の管理者に必要な協力を求めつつ、過去の浸水実

績の特徴を十分に分析し設定する。
（以下「河川等」という。）へ雨水を放流する地点に

おける当該河川等の水位は、当該河川等の管理者に必

要な協力を求めつつ、過去の浸水実績の特徴を十分に

分析することにより見込むこと。また、都市浸水対象

降雨がある場合にお ては 都市浸水対象降雨ごとに

【解 説】

内水ハザードマップの作成にお

いては、下水道の能力不足だけで 計画高水位
降雨がある場合においては、都市浸水対象降雨ごとに

放流先の河川等の水位を見込むこと。

【解 説】

なく、放流先河川等の水位上昇に

よって雨水を排水できないことに

より発生する浸水現象を対象とす

ることから、放流先河川等の水位
引き伸ばした水

位

はん濫危険水位
避難判断水位等

水防団待機水位

都市浸水対象降雨は、中央集中型の降雨に加え、浸

水被害が発生した降雨の代表的な実績降雨も目標とす

る降雨として検討する必要がある。放流先河川等の水

位は、都市浸水対象降雨に応じて、以下のとおり見込

の経時変化を設定する必要があ

る。

なお、対象とした実績降雨にお

ける放流先河川等の最大水位が低

実績降雨に基づく実際の水
位
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むものとする。なお、必要に応じ当該河川等の管理者

に必要な協力を求めることができる。

ける放流先河川等 最大水位が低

い場合には、実績水位を引き伸ば

すことにより設定する。



○ 施設情報として、構造物に関する情報に加え、関連する運転操作情報等を精査し、蓄積すべきである。

４．３ 水害の要因分析や防災・減災に活用するための施設情報や観測情報の留意事項（1/2）

分
これまで 今後 優先度

○ 観測情報は、下水道管理者自らが、下水道施設の運転操作等への反映のために、これまで観測してきた情
報に加え、基本的枠組みの導入にあたって、新たな観測情報が求められている。

分
野

これまで 今後 優先度

下水道台帳の他、下水

浸水シミュレーションの再現性向上のため、構造物の情
報に加え、一定規模以上の浸水被害が生じた事象につ
いて、ポンプ場等の施設の操作実績を新たに蓄積すべき

A
幹線の施設情報、主要な構造物情報や水理情
報、ポンプ場等の施設の操作実績

施
設
情

道施設の点検・調査の
結果がある。

このほかに、浸水シミュ
レーションを行っている
場合は 構造物に関す

いて、ポンプ場等の施設の操作実績を新たに蓄積す き
ある。

局地的な大雨における浸水開始時間を評価するため、雨
水が下水道に流入する取り込み施設の情報を把握する
ことが望ましい。また、管路や吐口、分水人孔等の構造

報、ポンプ場等の施設の操作実績

B
枝線の施設情報、その他の構造物情報や水理
情報情

報
場合は、構造物に関す
る情報や水理に関する
情報、集水面積や流出
率などの情報がある。

物に関する情報や水理に関する情報、浸水シミュレー
ションに必要な情報を、統合化された情報として新たに蓄
積すべきである。

段階的には、幹線等の主要な施設から施設情報の蓄積
を進めるべきである

情報

C
流出率等の浸水シミュレーションに必要な情報
を含めた統合化された情報

を進めるべきである。

降雨の特性を時空間分布の視点から把握するために、
計画を上回る降雨が生じた事象について、降雨情報を新
たに蓄積すべきである。

A
地上雨量計の時系列情報
（下水道部局、関係部局、気象庁）

降
雨
情
報

主に、１地点の毎年最
大値を収集・蓄積し、降
雨強度式の算出を行っ
ている。

降雨情報としては、下水道管理者及び当該市町村内の
関係部局の有する地上雨量計のみならず、気象庁や他
の関係行政機関の有する地上雨量計の時系列データや
地上雨量計との相関が高いXバンドMP雨量情報
（ ）のデ タを対象とすべきである なお 降雨の発

Ｂ
地上雨量計の時系列情報
（他の関係行政機関）

（XRAIN）のデータを対象とすべきである。なお、降雨の発
生メカニズムを把握するためには、当時の天気図の情報
を蓄積することが望ましい。

C
XバンドMP雨量情報
（XRAIN）
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分
これまで 今後 優先度

４．３ 水害の要因分析や防災・減災に活用するための施設情報や観測情報の留意事項（2/2）

分
野

これまで 今後 優先度

水

主に、観測した水位情
報をポンプ場等の操作

住民への情報発信や施設操作、きめ細やかなハード・ソ
フト対策の評価の観点からの常時観測の利点を明確に
した上で 一定規模以上の浸水被害が生じた事象につ

A 浸水常襲地区等における幹線の水位情報

水
位
情
報

に活用するほか、浸水
シミュレーションの再現
性の向上に資するため
に期間を限定して観測
した水位情報等を活用

した上で、 定規模以上の浸水被害が生じた事象につ
いて、水位情報を新たに蓄積すべきである。

観測すべき地点に関しては、浸水常襲地区や排水先か
らの背水の影響が大きい区間、分水等の複雑な水理現
象施設の近傍等、重要度や優先順位などの選定の考え

B その他の地区における幹線の水位情報

した水位情報等を活用
している。 方を構築し、それらの地点のデータを蓄積するために、

積極的に水位の常時観測に取り組むことが望ましい。
C 枝線の水位情報

ヒアリング、痕跡情報※1、
関係行政機関のCCTVカメラ映像※2等

主に、床上戸数や床下
戸数等の一般資産の被

一定規模以上の浸水被害が生じた事象について、浸水
シミュレーションの再現性の向上の観点に加え、リスクコ
ミュニケーションの観点も踏まえて、痕跡調査や積極的な
住民からの聞き取り等のほか、関係行政機関のCCTVカ
メラ映像等により、最大浸水範囲、浸水深、浸水開始時

A

浸
水
情
報

戸数等の 般資産の被
害情報を、災害の状況
の把握に反映させてい
るとともに、類推される
浸水域を浸水シミュ
レ シ ンの再現性の

メラ映像等により、最大浸水範囲、浸水深、浸水開始時
間、浸水継続時間等の情報を新たに蓄積すべきである。

浸水常襲地区等において、時系列的な浸水深の把握の
必要性が高い場合には浸水計等の設置、また、時系列
的な浸水深の把握の必要性が低くピーク浸水深の把握

Ｂ

簡易的な浸水痕跡
測定器の設置

レーションの再現性の
向上に反映させている。

の必要性が高い場合には簡易浸水計の設置等の必要
性を検討すべきである。なお、浸水計を設置する場合は、
その情報を一層活用するために、浸水の危険性を住民
へ周知するための警報装置の整備を併せて検討するこ
とが望ましい。

Ｂ
測定器の設置
（フロート式等により最大浸水
深を測定）

とが望ましい。

C 浸水計の設置（時系列的な浸水深の把握）
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※1 写真：「平成23年台風15号における徳島市川内西地区浸水災害調査」、徳島大学環境防災研究センター年報第8号、平成24年3月
※2 写真：「平成24年7月九州北部豪雨災害に関する調査」、国総研資料第758号、平成25年10月



５． 具体的な取組み事例

具体的な取組みの類型化具体的な取組みの類型化

既存の下水道施設

付加的施設や改築等
による最適化

(1)管きょの一部増径
(2)大規模幹線間やポンプ場間のネットワーク化
(3)小規模管路間のネットワーク化・バイパス化
(4)改築にあたっての既存施設等の有効活用

ハ

ー

ド

既存の下水道施設
を活用した対策

(5)既存管路活用と相乗して能力を高める雨水貯留施設整備
(6)流下貯留型化による雨水貯留施設の有効活用

既存の下水道施設の多目的化 (1)合流式下水道の改善対策施設等の浸水対策利用

段階的な早期の効果発現
(1)大規模幹線等の雨水貯留施設としての利用
(2)取水施設の早期整備ド

対

策
他事業の既存計画や施設と連携した対策

(1)河川の調整池と下水道の雨水貯留施設の直接接続等による連携
(2)水路等との連携
(3)取り込み施設の能力増強等による連携
(4)小型雨水貯留浸透施設の道路側溝下部等への設置
(5)公園・緑地、校庭、駐車場、水田、ため池等との連携
流域保全林等と 連携(6)流域保全林等との連携

(7)雨水貯留浸透施設整備の指導や助成制度の導入等
(8)河川部局等との合築
(9)暫定防災調整池の恒久化・有効活用

施設情報及び観測情報を (1)雨量計のほか、水位計や浸水計等の積極的な設置、観測、情報の蓄積・分析
(2)流出解析モデルの精度向上や観測情報による水害要因分析に基づくきめ細やかな対策の検討

ソ

フ

ト

施設情報及び観測情報を
下水道事業に活用した対策

(2)流出解析モデルの精度向上や観測情報による水害要因分析に基づくきめ細やかな対策の検討
(3)高精度降雨情報システム（XRAIN等）の活用/リアルタイム運用システムの構築
(1)内水ハザードマップ等の作成・公表

(2)観測情報や施設運転状況の住民への多様な手法による情報発信
（ＨＰ、エリアメール、行政メール、FAX同時送信等）

(3)災害対策基本法に基づく避難指示・避難勧告への反映ト

対

策

施設情報及び観測情報を
リスクコミュニケーションに活用した対策

(3)災害対策基本法に基づく避難指示・避難勧告への反映
(4)建築基準法に基づく災害危険区域への反映
(5)地下街等の管理者に対する浸水リスクの啓発
(6)まちづくりとの連携
(7)まるごとまちごとハザードマップの実施
(8)危機管理体制構築のための訓練/出前講座等による図上訓練

28

(8)危機管理体制構築のための訓練/出前講座等による図上訓練
(9)被災直後の速報性のある整備効果や今後の整備方針の広報

(10)住民、事業者からの情報収集及び協働した水防活動



５．１ ハード対策（1/10）

既存の下水道施設を活用した対策（付加的施設や改築等による最適化）既存の下水道施設を活用した対策（付加的施設や改築等による最適化）

(1)管きょの一部増径 (2)大規模幹線間やポンプ場間のネットワーク化

浸水被害の発生した一連の区域で対策を行うのではなく、浸水被害の 局地的な大雨(いわゆるゲリラ豪雨)の雨域は、非常に狭いもの

大規模ネットワーク（計画５か所）

要因を分析し、その要因となるボトルネック箇所の管きょについて、雨水
を流下又は貯留させる増径等を行い、一連の区域の被害の解消・軽減
を図るもの。

であることから、計画降雨に対応した各排水区の大規模幹線間
やポンプ場間のネットワーク化を行い、局地的な大雨において雨
水浸水の解消・軽減を図るもの。

管きょの一部増径のイメージ 大規模幹線間のネットワークのイメージ

対策前 地表面
水位

幹線に
接続

管底

豪雨の規模によって、浸水
域の移動が懸念されるた
め、運用については十分な
検討・議論が必要。

施行済み（2か所）

対策後

施行済み（2か所）
【貯留対応】

計画箇所（５か所）

出典：大阪市資料

管きょの一部増径による流下貯留

幹線に
接続
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出典：下水道協会誌2011.6に加筆

出典：大阪市資料



５．１ ハード対策（2/10）

既存の下水道施設を活用した対策（付加的施設や改築等による最適化）既存の下水道施設を活用した対策（付加的施設や改築等による最適化）

(3)小規模管路間の
ネットワーク化・バイパス化

(4)改築にあたっての既存施設等の有効活用①

計画降雨に対応する施設として管路を改築する際に 既設管路を小規模貯
小規模管路において、地形的な要因等で管路が圧力状
態になった際に雨水を相互融通するネットワーク化や雨
水を排水する系統を設けるバイパス化等を行い、周辺
地域を含む管路の能力を有効活用することにより、浸
水被害の解消・軽減を図るもの

計画降雨に対応する施設として管路を改築する際に、既設管路を小規模貯
留管として有効活用することや、既存ポンプ場に隣接して新たなポンプ場を
改築する際に、既存のポンプ場を雨水貯留施設として有効活用することによ
り、浸水被害の解消・軽減を図るもの。

水被害の解消・軽減を図るもの。

小規模管路間のネットワーク化のイメージ 既存のポンプ場の有効活用のイメージ

旧ポンプ所
⇒雨水調整池として活用

新たなポンプ所

ピークカット

30

出典：大阪市資料 出典：名古屋市資料



５．１ ハード対策（3/10）

既存の下水道施設を活用した対策（付加的施設や改築等による最適化）既存の下水道施設を活用した対策（付加的施設や改築等による最適化）

(5)既存管路活用と相乗して能力を高める
雨水貯留施設整備

(4)改築にあたっての既存施設等の有効活用②

既存の雨水貯留施設等において、一般的に利用されるオリフィスより放流
が バ ブ等 装 排水先の整備の状況により幹線の整備に着手するこ

とが当面困難な場合に、既存の管路等の能力を評価
した上で、雨水貯留施設を整備し、相乗して一体のシ
ステムの能力を高めることにより浸水被害の軽減を図
るもの

制御性能が優れた渦流を活用したバルブ等の装置を導入することで、浸水
被害の解消・軽減を図っている事例があり、今後、その効果を検証した上
で、導入等について検討を行う必要がある。

渦流を活用したバルブのイメージ
るもの。

渦流を活用したバルブの利用方法例
（流下型施設の貯留管化）

渦流を活用した
バルブの例 渦流を活用したバルブ

(6)流下貯留型化による雨水貯留施設の有効活用

貯めきり型の雨水貯留施設において、近傍の排水可能な水域を確保した上で、
雨天時にポンプ排水しながら雨水を貯留する流下貯留型として雨水貯留施設

31

出典：東京都資料
の容量を最大限に活用し、浸水被害の解消・軽減を図るもの。



５．１ ハード対策（4/10）

既存の下水道施設を活用した対策（既存の下水道施設の多目的化）既存の下水道施設を活用した対策（既存の下水道施設の多目的化）

(1)合流式下水道の改善対策施設等の浸水対策利用

浸水対策以外の目的として整備された合流式下水道の改善対策やノンポイント汚濁負荷削減対策施設等浸水対策以外の目的として整備された合流式下水道の改善対策やノンポイント汚濁負荷削減対策施設等
にも貯留機能があることから、これら施設に雨水流出量ピーク時の雨水を貯留することにより、浸水被害の
解消・軽減を図るもの。

下水処理場

雨水滞水池

32

出典：国土交通省HP



５．１ ハード対策（5/10）

既存の下水道施設を活用した対策（段階的な早期の効果発現）既存の下水道施設を活用した対策（段階的な早期の効果発現）

(1)大規模幹線等の雨水貯留施設としての利用

大規模幹線の暫定供用により 整備されたストックの完成を待たず 早期の効果発現を図

(2)取水施設の早期整備

バイパス幹線等の新設管が浸水対策効果を発大規模幹線の暫定供用により、整備されたストックの完成を待たず、早期の効果発現を図
ることで浸水被害の軽減を図るもの。

バイパス幹線等の新設管が浸水対策効果を発
揮するためには、浸水被害の解消に効果的な
地点から取水する必要があり、早期に既設管
路系統から新設幹線への取水施設を整備する
ことにより、浸水被害の解消・軽減を図るもの。
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出典：福岡市資料
出典：下水道総合浸水対策計画策定マニュアル



５．１ ハード対策（6/10）

他事業の既存計画や施設と連携した対策の事例他事業の既存計画や施設と連携した対策の事例

(1)河川の調整池と下水道の雨水貯留施設の直接接続等による連携 (2)水路等との連携

河川と下水道の既存ストックについて相互に連携を図ることにより、緊急かつ効率的 河川以外の既存水路や運河等の能力を評価し、相
に浸水被害の解消・軽減を図るもの。 乗効果が発揮できるよう下水道の整備を行い、浸

水被害の解消・軽減を図るもの。

出典：東京都内の中小河川における今後の整備のあり方について
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５．１ ハード対策（7/10）

他事業の既存計画や施設と連携した対策の事例他事業の既存計画や施設と連携した対策の事例

(3)取り込み施設の能力増強等による連携 (4)小型雨水貯留浸透施設の
道路側溝下部等への設置

道路管理者と連携し 雨水桝の増設 グレーチング蓋への取替えのほか道路管理者と連携し、雨水桝の増設、グレーチング蓋への取替えのほか、
横断側溝や縦断側溝の設置を行い、浸水被害の解消・軽減を図るもの。 道路等空間を有効に活用し、小型の雨水貯留浸透施設や浸

透ます等を設置することにより、浸水被害の軽減を図るもの

➣道路横断線形の変更（道路構造凹型＋縦横断側溝）➣道路横断線形の変更（道路構造凹型＋縦横断側溝）

＜断面図＞

擁壁

縦断側溝道路構造凹型

側溝(既設)

出典：（公財）日本下水道新技術機構資料
縦断側溝道路構造凹型
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出典：大阪市資料



５．１ ハード対策（8/10）

他事業の既存計画や施設と連携した対策の事例他事業の既存計画や施設と連携した対策の事例

(5)公園・緑地、校庭、駐車場、水田、ため池等との連携 (6)流域保全林等との連携

公園・緑地、校庭、駐車場、水田、ため池等は、一定の浸水までは影響が 下水道への流出量は、その土地利用に大きく影響を
軽微となる土地利用等であることを踏まえ、関係部局と連携して、計画的
に雨水を貯留させ、浸水被害の解消・軽減を図るもの。

受けるものである。比較的流出率の低い土地利用の
存地や拡大により、浸水被害の軽減を図るもの。

廃止された農業用「ため池」

治水池（調整池）として整備

流出抑制機能を
有効活用

浸透域を保全する

外水と内水の抑
制に効果がある

雨水浸透効果

用地買収

36
出典：福岡市資料

制 効果 あ 用地買収

（両者で基金を作ることも）



５．１ ハード対策（9/10）

他事業の既存計画や施設と連携した対策の事例他事業の既存計画や施設と連携した対策の事例

(7)雨水貯留浸透施設整備の指導や助成制度の導入等

開発行為に対して、河川への流出抑制のための暫定防災調整池と言われる雨水貯留浸透施設の設置が指導され、これまでに多数が設置
が 道 がされている事例がある。この際に、都市計画部局等と連携して、下水道と河川の現況の整備状況を踏まえて、最適な流出抑制が可能となる

施設の整備を指導することにより、浸水被害の軽減を図るもの。
開発行為によらない地域の住民による各戸の雨水貯留浸透施設は、下水道への流出量を抑制することから、下水道の整備状況等を踏まえ
て、特に流出抑制が必要な地区への助成や特定都市河川浸水被害対策法第8条に基づく条例等により、浸水被害の軽減を図るもの。

特定都市河川浸水被害対策法

排水設備の技術上の基準に関する
特例(第8条)の概要

公共下水道管理者は 流域水対策の実施にあたり公共下水道管理者は、流域水対策の実施にあたり
必要に応じて条例により各戸の排水設備（下水（雨水）
を公共下水道に流入させるために必要な排水施設）に、
貯留浸透機能を付加させることができる。

通常の雨水ます

37出典：特定都市河川浸水被害対策法の概要出典：福岡市リーフレット＜雨水流出抑制施設助成制度のご案内＞

宅地内の雨水ますに貯留浸透機
能を付加し、雨水の流出量を低減



５．１ ハード対策（10/10）

既存の下水道施設を活用した対策（付加的施設や改築等による最適化）既存の下水道施設を活用した対策（付加的施設や改築等による最適化）

(9)暫定防災調整池等の恒久化・有効活用

事業計画に下水道としての位置付けを明確にし、下水道に対して容量を最

(8)河川部局等との合築

河川調整池との仕切り板等を設け両方の用
築 大限活用できるよう吐き口の改造等を行い、暫定防災調整池等の恒久化と

併せて有効活用することにより、浸水被害の解消・軽減を図るもの。

途の施設を合築することにより、低コストに浸
水被害の解消・軽減を図るもの。
同様に地下鉄と合築した事例があり、低コス
トに浸水被害の解消・軽減を図るもの。

5～10年

従前の防災調整池 埋め立て後の状況

5 10年
確率降雨

38写真出典：特定都市河川浸水被害対策法の概要

有効活用例出典：名古屋市資料



５．２ ソフト対策（1/7）

施設情報及び観測情報を下水道事業に活用した対策の事例施設情報及び観測情報を下水道事業に活用した対策の事例

(1)雨量計のほか、水位計や浸水計等の積極的な設置、観測、情報の蓄積・分析

自ら観測したデータに加え 様々な主体が観測した雨量・流量・水位等のデータを蓄積・分析することは 既存ストックの能力評価や今後の施自ら観測したデータに加え、様々な主体が観測した雨量・流量・水位等のデータを蓄積・分析することは、既存ストックの能力評価や今後の施
設計画に資するのみならず、避難指示や避難勧告の発令の判断等に資することとなり、浸水被害の軽減を図るもの。

(2)流出解析モデルの精度向上や観測データによる水害要因分析に基づくきめ細やかな対策の検討

下水道の資産情報を適切にモデル
化し、過去の水害要因を分析するこ
とにより、その要因に応じたきめ細
やかな対策を検討することが可能と

ポンプ運転

気象台

水位計

ポンプ運転

雨水ポンプ場

雨水ポンプ場

やかな対策を検討することが可能と
なる。このきめ細やかな対策により、
低コストで効果的かつ効率的に浸水
被害の解消・軽減を図るもの。

地上雨量計

水位計

ポンプ運転

貯留管

雨水吐口

貯留管

貯留管内

水位計

地 雨量計

地上雨量計

レーダー雨量計

既存の施設情報
一定の被害が生じた降雨の
時間分布や空間分布

管内の水位の積極的な観測

39

データの
蓄積・分析

きめ細やかな
対策の検討

減災に活用



５．２ ソフト対策（2/7）

施設情報及び観測情報を下水道事業に活用した対策の事例施設情報及び観測情報を下水道事業に活用した対策の事例

(3)高精度降雨情報システム（ＸＲＡＩＮ等）の活用/リアルタイム運用システムの構築

リアルタイムの下水道管路内の水位や高精度かつ面的な雨量を把握し活用することにより、ポンプ等の施設のきめ細やかな運転管理が可能。
水位計を活用した早期のポンプの運転による管内の雨水貯留効果の最大限の活用や運用等により、浸水被害の解消・軽減を図るもの。
浸水被害の発生の懸念を定量的に評価し、土嚢や可搬式ポンプ等を事前準備し、円滑な水防活動に資することにより、浸水被害の軽減を図るも
の。

ポ プ可搬式ポンプによる排水先行待機型ポンプ

40

出典：（左図）東京都内の中小河川における今後の整備のあり方について

（右写真）下水道総合浸水対策計画策定マニュアル
土嚢の設置事例 止水板の設置事例



５．２ ソフト対策（3/7）

施設情報及び観測情報をリスクコミュニケーションに活用した事例施設情報及び観測情報をリスクコミュニケーションに活用した事例

(1)内水ハザードマップ等の作成・公表 (2)観測情報や施設運転状況の住民への多様な手法による情報発信
（ＨＰ、エリアメール、行政メール、FAX同時送信等）緊急的なソフト対策として、内水による浸水情

報と避難方法等に係る情報を、わかりやすく
事前提供すること等により、浸水被害の軽減
を図るもの。
被災のCG等により、わかりやすく啓発するこ
とにより、浸水被害の軽減を図るもの。

リアルタイムの情報をHPに公表する他、エリアメールや行政メールの配信により、住民の避
難行動に資すること等となり、浸水被害の軽減を図るもの。

とにより、浸水被害の軽減を図るもの。

浸水イメージＣＧ

41

出典：（上図）名古屋市HP（暮らしの情報）

（下図）国土交通省資料 出典：国土交通省東北地方整備局仙台河川国道事務所HP



５．２ ソフト対策（4/7）

施設情報及び観測情報をリスクコミュニケーションに活用した事例施設情報及び観測情報をリスクコミュニケーションに活用した事例

(4)建築基準法に基づく災害危険区域への反映(3)災害対策基本法に基づく避難指示・避難勧告への反映

建築基準法第39条に基づき、地方公共団体は、条例で、津波、高潮、出水
等による危険の著しい区域を災害危険区域として指定し 住居に供される

災害対策基本法第60条に基づき、市町村長は、災害の拡大を防止するた
めに必要があるとき 住民等に対し避難のための勧告 及び急を要すると

災害対策基本法第６０条（市町村長の避難の指示等）

等による危険の著しい区域を災害危険区域として指定し、住居に供される
建築物の禁止等の制限を設けることができる。
下水道管理者からきめ細やかな情報を提供することにより、地方公共団体
が地域の水害に対する危険度を適切に評価し、必要性を判断した上で、災
害危険区域の指定等を行い、浸水被害の軽減を図るもの。

めに必要があるとき、住民等に対し避難のための勧告、及び急を要すると
きは指示をすることができる。
市町村長による避難指示や避難勧告の判断材料の一つとして、リアルタ
イムの下水道管路内水位や雨量等の情報を活用できるよう防災部局等と
情報を共有することにより、浸水被害の軽減を図るもの。

災害対策基本法第６０条（市町村長の避難の指示等）
第１項
災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、人の生命又は身体を災害から保護

し、その他災害の拡大を防止するため特に必要があると認めるときは、市町村長は、必要と認め
る地域の居住者、滞在者その他の者に対し、避難のための立退きを勧告し、及び急を要すると認
めるときは、これらの者に対し、避難のための立退きを指示することができる。

市町村長の避難に関する権限等

《動

・雨量観
測
情 避難勧告等の

【安全確保行動】観測情報・警報

住
民
の
判
断

観測
情報・
警報

的
情
報
》

《静
的
情
報

住民の
判断目安

危険
箇所

危
険
箇
所

・河川水位

・各種警報

情
報
・警
報

避難勧告等の
発令の判断基準

・避難準備情報
・避難勧告
・避難指示

・ハザードの理解

・置かれた状況の理解

・避難情報・警報等の理解

・適切な避難先の理解

①待避

②垂直移動

③水平移動
(短期的)

④水平移動
(長期的)

・浸水想定
区域

・土砂災害
警

ハザードマップの活用

第5回専門調査会資料に加筆

報
》
所

・避難のタイミングの理解

・避難時の留意点の理解

・災害時要援護者対応

警戒区域等
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出典：（上）内水ハザードマップ作成の手引き（案） （下）札幌市HP出典：平成24年3月災害時の避難に関する専門調査会報告（参考資料集）より



５．２ ソフト対策（5/7）

施設情報及び観測情報をリスクコミュニケーションに活用した事例施設情報及び観測情報をリスクコミュニケーションに活用した事例

(5)地下街等の管理者に対する浸水リスクの啓発

内水ハザードマップ等により浸水のおそれがある地域内の地下街等の管理者に対して、下水道管理者からきめ細やかな情報を提供し啓発する内水ハザ ドマップ等により浸水のおそれがある地域内の地下街等の管理者に対して、下水道管理者からきめ細やかな情報を提供し啓発する
ことにより、地下街等の管理者がその危険度を考慮した上で、円滑かつ迅速な避難のために必要な事項を事前に定めること等により、浸水被害
の軽減を図るもの。

出典：（左図）内水ハザードマップ作成の手引き（案） （右写真）下水道総合浸水対策計画策定マニュアル
地下施設入口への止水板の設置事例

(6)まちづくりとの連携

下水道管理者からきめ細やかな情報を提供することにより、都市計画部局や各種社会資本整備担当部局等が地域の水害に対する危険度を

43

把握した上で、まちづくり等を行うことにより、浸水被害の軽減を図るもの。



５．２ ソフト対策（6/7）

施設情報及び観測情報をリスクコミュニケーションに活用した事例施設情報及び観測情報をリスクコミュニケーションに活用した事例

(7)まるごとまちごとハザードマップの実施 (8)危機管理体制構築のための訓練/
出前講座等による図上訓練

想定又は既往最大の浸水深や最寄りの避難所の距離と方向想定又は既往最大の浸水深や最寄りの避難所の距離と方向
などの情報を、わかりやすく「まちなか」に表示することにより
住民の避難行動に資すること等となり、浸水被害の軽減を図
るもの。

下水道管理者が観測している情報を関連部局と共有し災害対応すること
が必要であり、日常から危機管理体制の訓練等を行うことにより、浸水被
害の軽減を図るもの。
出前講座等において内水ハザードマップ等を活用したシナリオによる、住
民と共同した実現可能性の高い図上訓練等を通じて 住民の自助を促す民と共同した実現可能性の高い図上訓練等を通じて、住民の自助を促す
ことにより、浸水被害の軽減を図るもの。

出典：内水ハザードマップ作成の手引き（案）

出典：国土交通省河川局パンフレット
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５．２ ソフト対策（7/7）

施設情報及び観測情報をリスクコミュニケーションに活用した事例施設情報及び観測情報をリスクコミュニケーションに活用した事例

(9)被災直後の速報性のある整備効果や今後の整備方針の広報

被災直後に速報性のある整備効果や今後の整備方針の広報を行うことにより、浸水被害の発生状況やリスクの高い地区の啓発に繋がり、浸水

(10)住民、事業者からの情報収集及び協働した水防活動

被災直後に速報性のある整備効果や今後の整備方針の広報を行う とにより、浸水被害の発生状況やリスクの高い地区の啓発に繋がり、浸水
被害の軽減を図るもの。

民

住民からの情報の収集を行う他、HPを活用した気象・災害情報の共有化や、都市内に面的に展開している企業等から浸水状況の把握に努め、
情報発信することにより、自助を促し、浸水被害の軽減を図るもの。

典 左 名古 右 省資料
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出典：（左）名古屋市HP、（右）国土交通省資料



６．本とりまとめを踏まえた取組みを水平展開するために継続的に実施すべき事項（1/6）

指針類等への反映及び周知

○ 産官学が知見を集約し、(公社)下水道協会の指針類等への反映に向けて、検討手順や観測情報の扱い方等を明確化す
るとともに、分かりやすい事例等をとりまとめる必要がある。

○ プラットフォームの構築等により広く周知するとともに、講習会等を通じて幅広く浸透を図る必要がある。

指針類等 の反映及び周知

指針類の事例 産官学による検討状況の事例

本検討委員会の状況下水道施設計画・設計指針と解説 -2009年版-

○ 国は 既存ストックの活用に対して 財政支援を通じたインセンティブを付与する方策を検討する必要がある

地方公共団体へのインセンティブ付与

46

○ 国は、既存ストックの活用に対して、財政支援を通じたインセンティブを付与する方策を検討する必要がある。
○ フィージビリティ―スタディーを通じて事例を積み重ねた上で、ベンチマーキング手法を通じてインセンティブを付与する
方策を検討する必要がある。



６．本とりまとめを踏まえた取組みを水平展開するために継続的に実施すべき事項（2/6）

関係部局等との連携プランに向けた枠組みの構築 ①

各下水道管理者によるストック活用を前提としたPDCAサイクルに基づくマネジメントのイメ ジ

○ 関係行政機関のほか、必要に応じ住民や企業等の様々な関係者も含めて、さらなる連携を図り、流域又は地区を単位と
した協議の場のあり方を検討する必要がある。

関係部局等との連携プランに向けた枠組みの構築 ①

各下水道管理者によるストック活用を前提としたPDCAサイクルに基づくマネジメントのイメージ

関係行政機関等との協議の場（仮称）

社会インフラ全体計画・事業計画等の他事業のストックを含めた

【ベンチマーク】
例えば、ハード・ソフト・自助

協議（財政計画、経営計画、強靭化計画等を含む。）
ステークホルダー（利害関係者）への説明責任

（協働・連携）

の組合せにより浸水被害を
最小化する計画策定率

（既存ストックの活用を前提）

既存ストック（システム）の評価と付加価値の創造

既存ストックの
能力の分析・評価

計画を上回る降雨の対策

流出解析モデルと
実観測データに基づく

モニタリング
計画を上回る降雨の
対策計画の立案

能 分析 評価

付加的施策※の効果の
分析・評価

改築・付加的施設等の設計
プロセスのモニタリングと
効果の診断・評価可視化

（見える化）

対策計画の立案
と設計（実施）

改築 付加的施設等 設計
（実施）

改築・付加的施設等の施工
情報 を含む【ベンチマーク】

47
システムへの機動的かつスムーズな実装

（情報システムを含む）【ベンチマーク】
例えば、浸水深、浸水開
始時間、浸水時間

※改築・付加的施設等ストック活用メニュー



６．本とりまとめを踏まえた取組みを水平展開するために継続的に実施すべき事項（3/6）

関係部局等との連携プランに向けた枠組みの構築 ②

○ 積極的に浸水対策に導入が進むよう、「雨水浸透施設の整備促進に関する手引き（案）」(H22.4)等による浸透の有効性
や最新技術を広く周知する必要がある。

○ 将来的には、管路の全国的なデータベースと連携することにより、既存ストックを活用した都市浸水対策機能向上を、容
易に取組む手法を検討する必要がある

関係部局等との連携プランに向けた枠組みの構築 ②

目詰まり防止装置の設置例 低影響開発（L.I.D）

低影響開発とは、Low impact development の訳語で、頭文字を
と てL I D(リ ド)と呼ばれ 自然に与える影響を最小限にしようと

上部フィルター

易に取組む手法を検討する必要がある。

とってL.I.D(リッド)と呼ばれ、自然に与える影響を最小限にしようと
する開発のことを言う。
リッドは、降雨自体を水源と見なし、敷地に降り注いだ雨をそのま
ま利用し、敷地レベルで雨水管理をする思想で、降水を保全する
ために、緑地のある場所すべてで敷地からの降雨流出をその緑
地に維持させ 浸透を最大限にすることにより流出を最小限にす

U字型側溝

スクリーン 管口
フィルター

雨水ます

下部フィルター

浸透ます

雨水浸透施設の整備促進に関する手引き（案）（p4）

出典：横浜市排水設備 平成１８年度改正版（平成２５年４月一部修正） 、横浜市環境創造局

地に維持させ、浸透を最大限にすることにより流出を最小限にす
るもので、バイオスウェイルBioswale (生物湿地・バイオ湿地・低
湿地)、バイオレテンションBioretention（バイオ貯留池・生物滞留
池）がある。

【屋根貯留】
浸 p

【屋根貯留】
雨水流出を平屋根で一時的に
貯蔵し、ルーフドレイン流入口で
抑制しながら徐々に排出する。

1.1 手引きの目的

本手引きは、雨水浸透施設の設置による流出抑制及び地下水涵養効果に着

目し、地方公共団体等が雨水浸透施設の整備を進めていく際に、設置効果を

算 算

【緑化した駐車スペース】
駐車スペースの不浸透性エリア
を効果的に減らし、浸透や蒸発
散を促進する。

概算で簡便に算定できる方法を示すものである。

また、目詰まり等による雨水浸透施設の浸透能力の低減について、簡便な

評価方法を提案するとともに、浸透能力を継続的に確保するために必要とな

る維持管理の手法や頻度等の枠組みについて望ましいあり方を示すものであ

出典：NPO法人日本ゼリスケープデザイン研究協会HP
（http://www.xeriscape-jp.org/）

散を促進する。
る。これらにより、流出抑制効果や汚濁負荷削減効果等、浸透施設の効果等

を明らかにし、もって雨水浸透施設の設置推進に寄与することを目的とする。
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６．本とりまとめを踏まえた取組みを水平展開するために継続的に実施すべき事項（4/6）

浸水対策の特性を踏まえた人材育成

○ 浸水対策の担当者は、地域や地形等の特性を熟知した上で、浸水対策特有の専門的な知見等を有する必要がある。特
に、浸水シミュレーションの結果を適切に理解した上で、浸水対策を立案・実施する能力が望まれる。

○ 国の「雨道場」の試行や都道府県のリーダーシップに基づく取組み等、関係公益法人を含め産官学が協力して人材育成
を行う必要がある

浸水対策の特性を踏まえた人材育成

雨水通信教育システム～雨道場～ 内水ハザードマップ作成・活用促進
に向けた勉強会

を行う必要がある。

※様々な研鑽
の場の例の場の例
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６．本とりまとめを踏まえた取組みを水平展開するために継続的に実施すべき事項（5/6）

技術開発 ①

局地降雨のみを対象としたDAD（Depth Area Duration）関係の研究事例

○ 基礎技術として、再現性の高い手法の構築のあり方、既往最大降雨等の低頻度の事象の確率評価手法について、官学
が連携して検討する必要がある。

技術開発 ①

局地降雨のみを対象としたDAD（Depth Area Duration）関係の研究事例

「到達時間 短」
「流域面積 狭」
の雨量強度領域1

雷雨性降雨 （確率年 1/30） 台風性降雨ほか （確率年 1/30）

50
出典：「谷岡康，福岡捷二：都市域の治水計画における降雨外力について, 河川技術論文集, 第10巻, pp.31-36, 2004」に一部加筆

雷雨性降雨 （確率年 1/30） 台風性降雨ほか （確率年 1/30）



６．本とりまとめを踏まえた取組みを水平展開するために継続的に実施すべき事項（6/6）

技術開発 ②

革新的技術の全国展開の流れ 既存施設を活用したICTによる
都市浸水対策機能向上技術イメ ジ

○ 関係公益法人を含め官民が連携して、観測等の技術開発や最新のICT技術の利活用手法の検討を行う必要がある。

技術開発 ②

都市浸水対策機能向上技術イメージ

ICTを活用した効率的・効果的な運転管理を図ることで、浸水被害軽
減効果の増大等に寄与

■ 新技術の開発（パイロットプラント規模）

民間企業

＜地方公共団体＞
般化されていない技術の

■ 新技術を実規模レベルにて実証

国土交通省（B-DASHプロジェクト）

一般化されていない技術の
採用に対して躊躇

（実際の下水処理場に施設を設置）
■ 新技術を一般化し、ガイドラインを作成

＜国土交通省＞
補助金を活用し導入支援

地方公共団体

補助金を活用し導入支援

民間活力による全国展開

※ ICT :Information and Communication Technology の略■ 全国の下水処理施設へ新技術を導入

地方公共団体

国際貢献
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○ 人口急増と都市化の急激な進展により、既存の水路等の能力では浸水被害が頻発している東南アジアや東アジアの
国々等と我が国はインフラ整備や防災面での協力関係を構築しつつあり、経験と技術を活かして積極的に国際貢献する
必要がある。
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第４回ワーキンググループ （平成２６年 ２月 ６日） 第５回ワーキンググループ （平成２６年 ３月 ７日）第 回 キンググ （平成 年 月 ） 第 回 キンググ （平成 年 月 ）

○ 第３回 検討委員会 （平成２６年 ３月２５日）
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